
祝　創刊200号記念

税理士法改正法案
を国会上程→廃案

1964(S39)年

税理士会の反対で
商法改正法案の国
会提出見送り

1972(S47)年

地方公共団体に
外部監査を導入

1997(Ｈ9)年

税理士を明記

税理士法施行、税
務代理士法廃止

1951(S26)年

改正税理士法施行
→間接強制入会、
特別試験

1956(S31)年

( 全国での登録者数は、
4,438名、そのうち東京
会は1,009名)
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１９７１（昭和�）年３月１日【創刊号】

１９９０（平成２）年７月�日【第１００号】

「特殊支配同族会社の役員給与にかかる
損金不算入措置（法人税法�条）」の廃止
運動について（Ｈ�年度本連盟要望実現）

◇Ｈ�年�月�日、事前の説明が不十分なまま「特殊
支配同族会社役員給与の損金不算入措置」が与党税
制改正大綱として決定された。

◇Ｈ�年�月～�年３月にかけて、日税政、東京会そ
して単位税政連と連携し「特殊支配同族会社の役員
給与の損金不算入措置」に対応した。その結果、衆
参の与野党議員が国会審議で質疑を行った。

◇Ｈ�年１月�日の閣議決定を経て２月３日に「所得
税等の一部を改正する法律案」として国会上程され、

３月２日の衆議院本会議及び３月�日の参議院本会
議での採決により可決成立した。

◇Ｈ�年�月�日付の日税政と本連盟の連名により、
この措置の適用停止を求める要望書「特殊支配同族
会社役員給与の損金不算入措置」で陳情等を行った。

◇Ｈ�年、平成�年度の税制改正で適用除外基準であ
る基準所得金額が８００万円から１６００万円に引き上げ
られ、適用対象会社が減少した。しかし、所得税と
法人税という租税体系を恣意的に解釈し、場当たり
的な課税を推し進めるものであること、また、税負
担の公平性を欠くものであり、会社法制定の趣旨か
ら外れていること等により廃止に向けた運動を引き
続き展開した。

◇Ｈ�年「特殊支配同族会社役員損金不算入制度（法
人税法�条）来年度改正で廃止決定！」

＊政府税調は、Ｈ�年度の改正でオーナー給与に係る
課税のあり方について、給与所得控除を含む所得税
のあり方についての議論の中で、個人事業者との課
税の不均衡を是正し、「二重控除」の問題を解消す
るための抜本的な検討を行うこととしている。（第
１７８号１面記事）

◇Ｈ�年度要望「役員給与の損金不算入規定を見直す
こと。（法法�継続）」＊�面及びＨＰ参照

東 京 税 政 連 （１０）第２００号２０１５年（平成２７年）９月１日（火曜日） 　 　


